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１　はじめに

中国農業の発展の中で野菜は重要な位置
を占めている。穀物や他の農産物とは異な
り、野菜は一般に１）短い生育サイクル、
２）高い技術力、３）労働集約型－などの
特性を有し、その多くが小規模家族経営で、
主に流通を担う仲買人により農地で購入さ
れる（１、２）。また、野菜は全国的に周年で
消費されるため、産地リレーによる広域流
通が行われており、鮮度や品質を維持する
ためコールドチェーンが欠かせないものと
なる（３、４）。かつては、中国全体の野菜の
損耗率は３割を超えるともされたが、コー
ルドチェーンの発展により大きく減少し、
中でも、産地での取り組みは、その後の流
通全体にも大きく寄与している。
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県は、北京や天津な
どの大消費地に近い地理的優位性を生か
し、四季を通じて特色ある野菜生産体系を
形成し、農業従事者の収入増などにつな

がっている。著者らは、2023年７月と
24年９月の２回の実地調査を通じ、同県
の野菜生産農家を対象に保冷施設に関する
聞き取りを行った。本稿では、産地保冷施
設の設置状況とその主な効果を総合的にま
とめ、問題点を整理し、産地保冷施設の発
展に関する政策的提案を示し、野菜の損耗
などの効果的な削減、農業従事者の持続的
な収入増につながるための政策決定の参考
となる事項を提供したい。
なお、本文中の為替相場は、三菱UFJ
リサーチ&コンサルティング株式会社「月
末・月中平均の為替相場」2025年10月
末TTS相場の１元＝21.97円を使用した。

２　調査地域における野菜産業発展の現状

以下では、永清県の野菜生産と管理につ
いて、県、小規模農家、大規模経営者の三
つの側面から分析する。

中国の野菜産地における保冷施設建設の発展過程と問題点、改善の道筋
～河北省永清県の調査を踏まえて～

中国の野菜産地における保冷施設は、生鮮野菜の鮮度保持と品質向上に有効であり、保
冷施設を設置した産地ではコールドチェーンが構築され、顕著な成果を上げている。しか
し、保冷施設は、高額な初期投資と維持管理費、改善すべき支援政策、小規模生産者にと
って高額な利用費など、現実的な問題にも直面している。今後、政策支援の整備や改善を
通じて、中小規模生産者を対象とした共同保冷施設の設置などにより、保冷・保存施設の
高品質な発展を促進する必要がある。
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（１）野菜産業の発展状況
永清県は、河北省の中部に位置し、北京
や天津などの大消費地から60キロメート
ル程度の距離と、地理的優位な産地である。
近年はその優位性を生かし、「生産規模を
拡大し、技術や製品特性、価値を向上させ、
存在感を高め業界をけん引する」ことを原
則に、北京・天津地域の野菜供給基地とし
て重要な役割を果たしている。同県全体で
は、省レベルの地域ブランド「永清野菜、
永清にんじん」、市レベルの地域ブランド
「永清きゅうり」、農産物地理的表示製品ブ
ランド「永清にんじん、永清にんにく、永
清黄ニラ」を生産している。また、「永清
トマト」は2024年国家ブランド農産物の
一つに選ばれるなど、ブランド野菜は地域
野菜産業と経済の発展に寄与してきた。
同県の野菜作付面積（22年）は３万
7000ヘクタールと農作物全体の作付面積
の41.1％を占め、生産される野菜は13種
類、生産量は154万4000トン、生産高は
27億8800万元（612億5236万円）に達
し、周年生産、販売を実現した。施設や技
術の発展により、野菜生産は「天候に左右
される」段階をすでに脱却し、施設農業が
栽培の中心となっている。22年の施設の種

類で最も作付面積が多かったのは中小ハウ
ス（トンネル栽培）の９万2500ムー（6198
ヘクタール、１ムー＝0.067ヘクタール。
以下同じ）、次いで日光温室（機構注１）が９万
ムー（6030ヘクタール）、ビニールハウス
が７万4000ムー（4958ヘクタール）と
なった。生産量および生産額は、日光温室
が最も多く、次いでビニールハウスとなっ
た（図１、図２）。なお、マルチ栽培を含む
露地野菜の面積、生産額は、施設栽培をは
るかに下回っている。

（機構注１）�中国では主流な温室であり、南面からの日
射透過率を最大にするため東西棟に建てら
れ、北側の壁は断熱性や蓄熱の観点からレ
ンガや土、断熱材などで構築されている。

施設栽培の普及により多品目栽培と長期
供給が可能となったことにより、同県は北
京・天津地区への最大の野菜供給基地と
なっている（表１）。日光温室を例にする
と、主な品目はきゅうり、トマト、セルリー
であり、10月から翌年７月まで出荷され
る。また、施設栽培のきゅうり、にんじん、
だいこんなどは、韓国、ロシア、東南アジ
アなどにも輸出され、野菜産業の発展と農
業従事者の増収につながっている。

図１　永清県の野菜作付面積と生産量
（2022年）
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図２　永清県の野菜生産額（2022年）
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（２）小規模生産者による野菜生産の特徴
筆者らは、同県の施設野菜生産者（無作
為抽出の79人）に対してアンケート調査
を行った。その結果、施設の種類は日光温
室とビニールハウスの２種類に分けられ、
ビニールハウスが全体の72.2％を占めた
（表２）。生産者の経営規模は６ムー（40
アール）以下が同81.0％を占めていた。
全体として、小規模生産者は野菜栽培経
験がかなり豊富で、小規模生産者の野菜栽
培全体の平均年数は18.9年、施設野菜栽
培の平均年数は17.5年であり、１戸当た
りの平均労働者数は2.72人、世帯員の労
働者数の中に占める野菜栽培に従事する労
働者の割合は82.5％であった。また、小
規模生産者の87.3％が繁忙期に労働力を
雇用した。
このことから、生産者のほとんどが小規
模経営ながら野菜生産に専念することで、
村単位あるいは郷

ごう

鎮
ちん

（末端自治区）単位の
地域全体の大規模生産を実現し、徐々に野
菜生産の中核へと発展していることが分か
る。

（３）大規模生産者による野菜生産の特徴
野菜産業の発展により、永清県では大規
模生産者も徐々に成長してきた。本調査で
は、六つの大規模生産者を比較分析の典型
的な事例として選び、このうち、企業経営
三者をサンプル番号C１～ C３、家族経
営三者をサンプル番号F１～ F３として、
それぞれの基本状況を表３に示した。なお、
C１は複数品目を栽培し、他の対象者は１
品目のみ栽培している。
一般的に同県では、大規模生産者も小規
模生産者も施設による野菜栽培を行ってお
り、栽培品種の違いも少ない。栽培経験の
面では、大規模生産者の営農年数は最長で
14年と、県内の小規模生産者の平均に比
べて短いが、資本、知識、情報などの面で
有利であり、先端技術の導入なども進んで
いる。特に市場などとの結びつきが強く、
需要に応じた加工やブランド化販売を行う
ことができるため、小規模生産者に比べて
収益性が高い。労働力投入では、家族経営
の小規模生産者は野菜生産に家族労働力を
投入しており、大規模生産者のうち家族経
営は繁忙期に地元住民を短期雇用するのみ

表１　永清県の圃
ほじょう

場種類別栽培品目、出荷時期、出荷先
圃場種類 主な栽培品目 出荷時期 出荷先
日光温室 きゅうり、トマト、セルリー 10月～翌７月 北京、天津

ビニールハウス きゅうり、にんじん、だいこん、
キャベツ、トマト ５月～11月

北京、天津、一部はメルコ
スール（機構注）、韓国、ロシア、
東南アジアなどに輸出

トンネル栽培 にんじん、だいこん、ケール ６月～７月 北京、天津、広東
マルチ栽培を含む

露地野菜 なす、豆類 ７月～翌10月 北京、天津

機構注：南米南部共同市場。アルゼンチン、ボリビア、ブラジル、パラグアイ、ウルグアイ、ベネズエラが加盟（ただしベネズエ
ラは現在資格停止中）。

表２　小規模生産者の施設別および経営規模別の施設数
規模別 世帯数 割合（％） 平均施設数
３ムー以下 21 26.58 1.33
３～６ムー 43 54.43 2.37
６～９ムー 15 18.99 3.2
合計 79 100 2.25

施設別 世帯数 割合（％）
日光温室 22 27.85

ビニールハウス 57 72.15
合計 79 100
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なので小規模生産者と大差はないが、企業
はすべて雇用労働力である。小規模生産者
と比べ、大規模生産者は生産性が高いこと
から保冷施設に対する需要も大きく、投資
能力もある。

３　野菜保存施設の発展概要と運営形態の
分析

次に、永清県の野菜保冷施設の全体的な
状況を分析した上で、生産者の保冷施設の
建設と運営の特徴に重点を置いて分析する。

（１）永清県の野菜保冷施設の全体状況
保冷施設とコールドチェーンの発展は、
農産物の鮮度保持能力を大幅に向上させ、
季節的な供給不足の緩和、流通の安定、市
場競争力向上の面で重要な役割を果たして
いる。近年、永清県は北京・天津・河北省
の共同発展戦略の機会を捉え、食料供給基
地として農産物の流通効率化と品質向上を
重点的に進めてきた。同県は、特色ある有
利な農産物産地として、協同組合、家族経
営、村の集団的経済組織による産地保冷施
設建設を支援しており、鮮度保持や品質管
理の水準が向上している。
2024年以来、河北省廊坊市の永清県な
ど八つの県（市、区）で野菜産地低温貯蔵・
保存施設プロジェクトと、不足時などの緊

急時の生鮮野菜の供給・低温貯蔵・保存施
設プロジェクト30件（投資総額：8231
万元〈18億835万円〉、貯蔵総容量：14
万4800立方メートル）を実施した。これ
により、野菜の貯蔵期間は平均32日延長
し、品質低下による損耗率も平均17％削
減したことで、付加価値向上と価格低落の
リスクに対する抵抗力も大幅に強化され
た。特に廊坊市のブランド野菜である「香
河ニラ」、「永清にんじん」などは、北京、
天津市場での地位を固めるとともに、広

かんとん

東
省、香港、マカオ大湾区にまで販売され、
広州、深

しんせん

圳など一線級都市（中国において
経済、人口、インフラなどの面で最も発展
した都市）の市場にも進出している。この
ように保冷施設の整備は、販路の拡大と販
売を促進するとともに、農業従事者の生産
意欲を高めている。
中でも、永清県のにんじん産業はコール
ドチェーン発展の典型的事例である。同県
には、にんじんの貯蔵、輸送企業が10社
以上あり、総貯蔵面積は２万5000平方
メートル、年間保冷能力は60万トン以上、
年間売上高は10億3000万元（226億
2910万円）に達する。この産業は河北省、
山
さん

西
せい

省、山
さん

東
とん

省、内モンゴル自治区など近
隣地域の発展をけん引するだけではなく、
同県全体の生産者収益を4000万元（８億
7880万円）増加させ、2200人以上の雇

表３　大規模生産者の状況

サンプル番号 経営類型 営農�
年数 生産品目 雇用の有無

作付面積（ムー）など
施設面積
（ムー）

年間栽培
品目数

無マルチ露地
（ムー）

C1 企業 6 レタスなど 有 11 多数 0
C2 企業 2 にんじん 有 40 1 0
C3 企業 14 にんじん 有 300 1 0
F1 家族経営 5 きゅうり 有（短期） 30 1 0
F2 家族経営 3 トマト 無 10 1 0
F3 家族経営 4 トマト 無 10 1 0
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用創出に寄与している。この過程では、に
んじんを適時に貯蔵して一次加工を行うこ
とで、品質保持による有利販売が可能とな
る。コールドチェーンの最適化は、野菜鮮
度と市場価値の向上による有利販売のみな
らず、生産者とコールドチェーン関連産業
の協力関係を通じ、生産者の所得向上と地
域経済の発展を促進している。

（２）保冷施設の使用状況と運営形式
永清県の調査を通して、一部の野菜生産
者が保冷施設を利用して野菜の鮮度と市場
供給の安定を高めているなど、保冷施設の
利用形態も多様であることが判明した。生
産者によっては自社保冷施設を有してお
り、保冷施設を持たない生産者は他者保冷
施設への委託保管、施設面積に余剰がある
生産者は他者からの受託保管を行うことで
収入増を図る事例もある（表４）。

ア　自営で受託保管を行わない保冷施設
�　C１は、先進的な生産設備と高品質な
生鮮野菜の生産により、北京・天津・河
北地域の重要な野菜供給元の一つであ
る。現在は11棟の日光温室を建設し、
野菜栽培および育苗と合わせて利用面積
は90アールを超え、主に葉茎菜類、特
にレタスを栽培している。この施設は養
液栽培技術を採用し、高品質、高収量の
周年生産を行っている。北京に近い地理

的利点を生かして多くの企業と出荷契約
を結び、市場小売価格１株当たり約７元
（154円）で、毎日7000 ～ 8000株の
養液栽培野菜を北京の市場に供給してい
る。
�　また、鮮度保持のために自社保冷施設
を設置し、生産から販売までの一貫体系
を構築している。これにより、生産状況
に応じて保管量を柔軟に調整できるた
め、高鮮度な野菜を安定供給することが
できる。
�　ただし、この方式では運営主体の高い
資金力、技術管理などが求められる。具
体的には、１）保冷施設建設の初期投資
は大きく、維持管理費にも多額の資金が
必要、２）野菜保存の過程で温度、湿度
などの管理に対する専門技術者の配置が
必要、３）保冷施設の効率的運営に加え、
コストを最大限抑えること―が求められ
る。このため、C１のような生産者は稀
有であり、高い経済力、技術的基盤、農
場管理経験を持つ大規模農業企業だから
実現できるという側面がある。

イ　賃貸形式の保冷施設
�　C２は、にんじんの栽培、加工、販売
を主な事業として、廊坊市のほか、河

か な ん
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市、山東省青
ちん

島
たお

市、福
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あ
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市
に5000ムー（335ヘクタール）以上の
栽培面積を有し、自社で産地リレーを構

表４　事業体別の保冷庫利用状況
サンプル
番号 品目 冷蔵倉庫の利用 自前の冷蔵倉庫 自己整備面積

（㎡）
冷蔵倉庫の
委託・受託

賃貸借面積
（㎡）

C1 レタスなど 有 有 200 無 －
C2 にんじん 有 無 － 有（委託） 1,200
C3 にんじん 有 有 12,000 有（受託） 1,500
F1 きゅうり 無 無 － 無 －
F2 トマト 無 無 － 無 －
F3 トマト 無 無 － 無 －
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築している。にんじんは洗浄後に均一包
装され、北京・天津地区や広東省に出荷
されるほか、ベトナム、タイ、中東にも
輸出されている。このため長距離輸送中
の品質・鮮度保持が求められ、外部の保
冷施設を賃貸方式で活用している。
�　このような賃貸方式で保冷施設を活用
する経営は、自前で整備する必要がない
ことから、経済的コストや資源の分配の
点で有利となる。具体的には、１）賃貸
方式で保冷施設を活用することで多額の
初期投資を回避し、にんじんの栽培・加
工事業の拡大と市場開拓により多くの資
金投下が可能であること、２）生産量と
需要の変動に合わせて保冷施設を利用す
るため、投資の適正化が図れること―で
ある。
�　しかし、賃貸方式による保冷施設の長
期的利用にはリスクも伴う。具体的には、
１）農産物の出荷最盛期は、保冷施設内
の賃貸供給がひっ迫し、賃貸料の上昇は
もちろん、確保できなくなる可能性、２）
短期的には設置・運営コストを節約でき
るが、生産規模を拡大しながら継続的に
利用した場合、支出累計額が自社で保冷
施設を設置した場合のコストを上回る可
能性－などがある。このため、さらなる
生産規模拡大を目指す場合、自社で保冷
施設を整備した方が経済的なメリットが
大きくなる可能性がある。

ウ　自営・受託保管可能な保冷施設
�　C３はにんじん生産、加工、倉庫保管、
販売を行っており、河北省張

ちょう

家
か

口
こう

市に
3000ムー（201ヘクタール）以上の栽
培面積を有するとともに、山東省寿

じゅ

光
こう

市
や内モンゴル自治区の大規模にんじん生

産者からの集荷も行っている。にんじん
は洗浄後に均一包装され、主に北京・天
津地区、海南省、広東省に出荷されてい
る。このほか、だいこんやばれいしょな
どの一次加工・販売も行っており、年間
加工・流通量は８万トンを超える。
�　野菜の保管、供給効率向上のため、自
社保冷施設を設置している。10月末か
ら12月にかけて山東省などからにんじ
んを仕入れ、翌１～５月まで自社保冷施
設で保管することで出荷期間の長期化を
図っており、価格変動リスクを回避した
有利販売を実践している。また、保冷施
設の余剰面積では他者からの受託保管も
行っている。この受託保管により、閑散
期の保冷施設利用率を向上させることで
受託料収益を挙げることができる。
�　しかし、この経営方式には一定の課題
とリスクがある。具体的には、１）受託
保管は、委託者によってニーズや保管条
件が異なるため、自社野菜の保管に影響
を及ぼす可能性、２）委託者の経営が不
安定な場合、受託料の回収リスクが高ま
る可能性、３）初期設備投資が巨額とな
り、資金回収サイクルが長い可能性、４）
市場の需給変動などによる制御不能なリ
スクが、在庫の滞留や販売不振につなが
る可能性－などがある。このため、在庫
や販売戦略を柔軟に調整する能力が求め
られる（表５）。
�　自社で保冷施設を設置する場合、初期
投資や維持管理料は高額となるが、今後
の野菜生産量を見越した施設整備が可能
なことから、長期投資や大企業に適して
いる。一方、賃貸方式による保冷施設の
利用は初期投資負担の軽減となるが、委
託料などを勘案すると自社で保冷施設を
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設置した場合の投資額を上回る可能性が
ある（表６）。

エ　保冷施設を利用しない家族経営農場
�　F １からF３は家族経営型の農場であ
り、比較的市場価値の高くない品目を栽
培し、即売している。主に生産地に入り
買い付けを行う北京の仲介業者に依存し
た販売であり、一部は「WeChat（中国
のインスタントメッセージサービス）」
によるインターネット販売、および近隣
小売市場への出荷であった。
�　三つの農場とも資金余力が小さく、低
温貯蔵の必要がない果菜類を栽培してい
ることに加え、販路が狭く即売している
ため、保冷施設は利用していない。
�　表７から分かるように、保冷施設を利
用できるC１からC３の大規模企業３者
は、長期出荷により輸出を含め販路が多
様化している。一方、保冷施設を利用し

ないF１からF３の家族経営３者は、主
に北京の仲介業者への即売に頼らざるを
得ず、市場の需要変動に対して効果的な
調整は難しい。

４　中国全体における保冷施設の増加要因
と効果

近年、保冷施設の設置は全国的に進んで
おり、以下で中国全体の保冷施設の増加要
因と効果について分析した。
（１）保冷施設の増加要因
保冷施設はコールドチェーンの起点であ
り、その急速な発展は、農業、物流、地域
経済に効果的な影響をもたらしてきた。以
下では具体的な事例を分析し、保冷施設の
発展を促す要因について記述する。

ア　国民生活水準の向上と消費の高度化
�　中国経済の急速な発展とともに、国民

表５　各オペレーション・モデルの特徴の比較
保冷施設経営方式 メリット デメリット

自社利用のみ

1. 保冷施設を柔軟に利用可能
2. 生産、供給、販売一貫体系での効率的
な運営
3. 品質および鮮度保持が可能

1. 建設コストとランニングコストが高額
2. 経営能力と技術レベルに対する要求が
高い。

他社施設の利用

1. 初期投資とランニングコストがかから
ない。
2. 収穫量、需要に応じた柔軟な施設利用
3. 専門的なコールドチェーンサービスに
よる経営効率の向上

1. 保冷施設利用の自由度が低い。
2. 長期的な委託料支出は、自社保冷施設
設置よりも高くなる可能性がある。
3. 保冷品質は委託先に依存せざるを得な
い。

自社利用と受託保管

1. 保冷施設の稼働率向上と受託収入機会
の創出
2. 余剰面積を利用した出荷期間の長期化
による高い需給調整能力
3. 出荷期間の長期化による有利販売

1. 委託者のニーズによっては自社野菜保
管に影響が出る可能性がある。
2. 委託者の経営状況によっては受託料回
収リスクが発生
3. 保冷施設の建設コストが巨額で、資金
回収サイクルが長い。

表６　保冷施設の容量とコスト

サンプル番号 利用施設の保冷能力 工事費
（万元）

年間受委託料
（万元）

光熱費
（万元）

C1（自社利用のみ） 1～ 2日分の野菜を保存
可能（1167 ～ 2667kg） 100 － 年間 7.5

C2（他社利用） 1500～1700トン － 90 年間45
C3（自社利用と受託） 4000トン 20,000 110 年間480
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生活水準は向上を続け、消費構造も変化
してきた。新鮮・安全・健康的な食品に
対する消費者需要が徐々に主流となり、
生鮮農産物流通の変革と高度化が進んだ。
特に野菜、果物、食肉など生鮮品に対す
る需要は、高品質と多様性の傾向を示し
ている。例えば前出のC１では、主力の
養液栽培野菜の鮮度処理に自社保冷施設
を利用し、収穫から販売現場までの鮮度
および品質を維持することで、富裕層な
どからの高いニーズに対応している。
�　このような消費者ニーズは、コールド
チェーンの発展を促進する動力となり、
起点となる産地保冷施設の重要性がより
増してきたことで、保冷施設の急速な普
及が進んだ。

イ　国の政策支援と特別資金
�　政府による政策的支援や特別資金の投
入は、直接、コールドチェーンの発展を
促進する動力となり、特に近年、産地保
冷施設の設置を大幅に加速させた。
2019年以降、国は農産物のコールド
チェーン整備支援に関する一連の政策を
次々と打ち出し、特に20年の「農産物
産地保冷施設建設特別政策」は、産地保
冷施設の普及を加速させた。C３を例に
すると、建設費の約25％を政府補助金

で賄うなど、多くの農業関連企業や協同
組合がこの政策で保冷施設を設置するも
のとなった。
�　20年から22年にかけて、農業農村部
と財政部が共同で180億元（3954億
6000万円）の資金を投入して４万近い
協同組合、家族経営などを支援し、７万
棟もの産地保冷施設が建設された。これ
により、産地保冷施設の新たな保管能力
は同期間に2000万トン程度増加し、
１億2000万トンの生鮮農産物流通が
コールドチェーン化された。

ウ　野菜産業の集積と野菜流通の相乗発展
�　野菜産業の集積も、保冷施設の普及を
後押ししている。保冷施設は農産物流通
の起点として、主に特色ある農産物産地
やその周辺に設置され、保冷需要を支え
ている。例えばC２は、にんじんの一時
保管に利用しており、北京・天津・広東
市場のニーズに応えている。産地での保
冷施設が普及したことで、品質保持が可
能となり、野菜の品質低下リスクが低減
された。
�　産地ごとの保冷施設は、野菜流通の各
段階が相乗的に発展するための重要な基
盤でもある。例えば、C２が生産したに
んじんは海外に輸出され、C３は農産物

表７　生産者別野菜販路状況

サンプル番号
販路

主な販路 割合
（％） その他の販路 割合

（％）
C1 美団プラットホーム 80 北京のスーパー 20

C2 広東省、広西チワン族自治区、
ベトナム、タイ、中東に輸出 70 北京ウーマート、北京新発地市場 30

C3 天津、海南、広東 70 北京の仲買人、北京新発地市場 30
F1 北京の仲介業者 100 - -
F2 北京の仲介業者 50 近隣市場での自主販売 50
F3 北京の仲介業者 90 WeChat サイト内での販売 10

注：美団プラットホームはインターネットプラットフォーム、北京新発地市場は農産物卸売市場。
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を加工・包装して販売している。コール
ドチェーンの発展と農産物加工には低温
保存が求められるため、産地保冷施設の
設置が促進される。

エ�　農業技術の進歩とコールドチェーン
の革新
�　予冷、ガス調整貯蔵（機構注２）など保存技
術の進歩により、保冷施設の貯蔵能力、
鮮度保持効果は大幅に向上した。C３を
例にすると、ガス調整貯蔵技術により、
貯蔵中のにんじんの鮮度を良好に維持し
ている。
�　保冷施設の情報管理システムが徐々に
普及し、温度や湿度などの自動制御装置
により保冷施設の運営効率と管理レベル
が著しく向上した。例えばC３が導入し
たインテリジェント低温貯蔵管理システ
ムは、常時保冷施設の環境条件を監視し、
貯蔵環境の高度制御が可能となってい
る。これにより、保冷施設の運営効率向
上のほか、エネルギー消費と運営コスト
も抑えている。

（機構注２）�青果物の貯蔵環境中の窒素、酸素、二酸化炭
素、エチレンガスなどの成分を調整すること
で青果物の呼吸を抑制し、代謝速度を低下さ
せ、品質変化を抑制することができる。

オ　需要の増加と産業チェーンの拡大
�　農産物の市場需要の継続的拡大と流通
の拡張・改善も、保冷施設の発展を後押
ししている。野菜の市場競争激化により、
保冷施設は競争力向上の重要な手段とし
て、より多くの生産者や企業が設置する
ようになった。高鮮度の野菜需要が高ま
るとともに、野菜流通に対する市場の要
求もより高まっている。保冷施設はこの
ようなニーズを満たし、出荷期間の長期

化が可能となることで、市場競争力を高
める役割を果たす。例えばC１は、レタ
スやその他の養液栽培野菜を保管する保
冷施設を設置し、高鮮度の野菜を毎日、
北京市場に出荷できるようにしている。
�　低温貯蔵の発展は、野菜流通の垂直的
な拡大にも寄与している。保冷施設によ
り産地では野菜加工事業への参入が可能
となり、付加価値を高めている。例えば
C３は、保冷施設で貯蔵するにんじんを
加工し出荷することで、市場競争力と付
加価値を高めた。

カ　大規模事業体がけん引
�　保冷施設の発展は、大規模農業企業な
どにより進められてきた。これらは収穫
期間が長く生産量が多いため、保冷施設
の利用が必須となっているためである。
C３を例にすると、保冷施設での大量の
にんじん貯蔵はもちろん、近隣生産者か
らの受託保管を行っており、保冷施設の
利用生産者が有利販売を行うことで、保
冷施設の重要性を認識する生産者が増
え、保冷施設の普及が促される。

（２）保冷施設の発展がもたらす効果
保冷施設の発展は農業生産、地域経済、
市場競争力、環境保護などコールドチェー
ンの中核的部分として多方面に影響を与え
てきた。次に保冷施設の発展がもたらす効
果を記述する。

ア　野菜流通の拡大と最適化
�　従来の野菜流通では有効な貯蔵手段が
なく、市場流通量が多い時も出荷せざる
を得ず、供給過多により価格下落を引き
起こしてきた。出荷期間の長期化が図れ
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る保冷施設は、次のような野菜流通の最
適化を可能とした。
ア�低温貯蔵による出荷期間の長期化によ
り、出荷時期を調整することで市場の
供給過剰期を避けた出荷が可能とな
る。需給安定はもちろん、価格動向を
見ながらの販売により生産者の所得向
上につながっている。
イ�野菜加工にも有利に働いている。低温
貯蔵により野菜の鮮度を保持しつつ、
生産者自ら需要に合わせたパック詰め
や半総菜品加工などの生産が可能とな
るため、高鮮度の野菜加工品の有利販
売が可能となる。これは野菜の市場価
格上昇につながるだけではなく、地元
の農産物加工企業にもチャンスをもた
らす。
ウ�保冷施設の普及は、農産物の生産、加
工、貯蔵、販売の一体的な発展を推進
し、野菜流通全体で緊密な相乗効果を
実現する。これにより、地域農業の発
展も推進される。

イ　コールドチェーンの整備
�　産地保冷施設の発展は、地域農産物の
コールドチェーンの改善と拡大に役立
ち、次のような地域物流産業の急速な発
展をけん引する。
ア�保冷施設の普及に伴い、生産地域から
末端消費者までを網羅する低温物流が
加速されている。これにより野菜など
の生鮮農産物の鮮度が保持され、減耗
率は大幅に減少する。
イ�保冷施設の発展は農業物流システムの
現代化をけん引するとともに、物流の
高度化を促進する。保冷施設と物流企
業との協力は、コールドチェーンの高

効率化を推進する。例えば、野菜など
の農産物を保冷施設で集的に保管する
ことで、物流企業は合理的な輸送ルー
トと配車が可能となり、物流の効率を
向上させている。これにより、高鮮度
の野菜流通が促進され、農産物の市場
競争力を全面的に引き上げることがで
きる。

ウ　農産物の市場競争力の向上
�　保冷施設の発展は、農産物の市場競争
力向上に大きく寄与している。低温貯蔵
による鮮度保持期間の延長により、生産
者は市場の需要に応じた出荷期間や数量
を柔軟に調整でき、出荷集中期の安値販
売を避けることができる。

エ　農業技術革新の促進
�　保冷施設の進展は、次のような農業技
術の進化を加速させている。
ア�保冷施設の設置と活用により、農産物
の予冷、ガス調整貯蔵などの鮮度保持
技術が広範で応用され、やがて最新の
インテリジェント貯蔵への転換が推進
された（５）。

イ�保冷技術の発展に伴い、多くの保冷施
設がインテリジェント管理システムを
導入し始め、農産物貯蔵条件の最良化
が図られてきた。また、情報技術シス
テムは、保冷施設の貯蔵計画を最適化
し、さらなるエネルギーおよび管理コ
ストの削減が可能となり、物流体系全
体の競争力をより高める役割を果たし
ている。

オ　地域経済発展の促進
�　野菜主産地では、保冷施設の普及と
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コールドチェーンの改善が次のような地
域経済の急速な発展に寄与している。
ア�保冷施設の発展は、コールドチェーン、
農産物加工、倉庫管理などの関連産業
にも多くの雇用機会をもたらし、地域
経済の発展に寄与している。
イ�保冷施設は、地域農産物の市場競争力
を高め、地域経済の発展を促進する。
産地での低温貯蔵とコールドチェーン
は地域農産物の有利販売につながり、
地域経済の発展を後押しする。

カ　気候変動に対応するための農業支援
�　世界的に気象変動リスクが高まる中、
保冷施設の利用は生産者にとって対処で
きる有効な手段の一つとなる。収穫期に
農産物を低温貯蔵することで、需給に応
じた安定出荷の維持が可能となり、気候
変動による供給過不足のリスクを低減で
きる。

５　保冷施設などの建設で直面する問題と
対策の提案

（１）直面する問題
ア�　高い建設費と運営費、支援政策改善
の必要性
�　保冷施設の設置・運営コストは相対的
に高く、特に産地での設置は多額の資金
が必要であり、資金回収期間も長く、電
気代や人件費など運営コストの負担も重
い。これらは、予冷処理が必要な生産者
にとって大きな障害となっている。
�　また、産地保冷施設設置に際して土地
利用の問題が存在する。設置が可能な土
地は限られ地価も高く、さらに設置に要
する申請手続きも複雑であり、これらが

保冷施設の建設の壁となっている。保冷
施設の発展に対する政策支援は拡大して
いるが、特に小規模生産者はこれらの課
題解決に至るまでの政策の恩恵を感じて
いないなど、関連政策は依然として不十
分である。

イ�　産地での保冷施設不足と生産者の認
識不足
�　例えば、河北省永清県では既存の産地
保冷施設を活用できる生産者が限られる
ため、コールドチェーンは依然として発
展途上である。また、生産者の多くはコー
ルドチェーンの重要性への認識不足か
ら、予冷などを用いないで出荷する場合
が多い。このため、生鮮野菜の多くが品
質劣化リスクの高い常温流通となり、有
利販売は難しい。

ウ�　小規模農家にとってのメリットは限
定的
�　保冷施設は大規模生産者へのメリット
は大きいが、小規模生産者へのメリット
は小さい。例えば、C３の受託保管は、
出荷期間が５カ月以上の大規模生産者の
みが対象であることに加え、委託料が高
額なことから、出荷期間が短く、資金力
の乏しい小規模生産者は利用しにくい。

（２）対策への提案
ア　支援方針の整備と拡大
�　第一に、政府は引き続き保冷施設建設
への政策支援の強化が必要である。既存
の補助政策を基に補助範囲を拡大し、さ
まざまな種類の保冷施設に対する特別補
助を増やす。特に中小生産者が設置・運
営コストを削減できるよう資金援助を行
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う。同時に、より多くの生産者がコール
ドチェーンを活用できるよう、知識の普
及と技術レベルを向上させ、産地全体の
利益を向上させる必要がある。
�　第二に、大規模生産者の育成と支援に
焦点を当てる。政府は特別資金や融資に
よって農業企業などの大規模生産者を育
成・支援し、大規模生産者は小規模生産
者へのコールドチェーン推進に貢献する
ことである。

イ�　産地のコールドチェーン配置の調整
と共同保冷施設の設置
�　第一に、産地保冷施設の配置計画を最
適化する。政府は、産地の農産物栽培特
性や生産者分布を考慮し、実態に合った
低温貯蔵施設の建設と配置を計画する必
要がある。合理的な立地選定と施設配置
により、保冷施設は分散した生産者の利
用をより網羅し、多様な低温貯蔵ニーズ
に応えるようにする。また、既存の保冷
施設を改良し、コールドチェーンに必要
な技術要件を満たすとともに、低温貯蔵
の質と効率を向上させなければならな
い。
�　第二に、標準化した低温貯蔵ガイドラ
インを策定し公表する。保冷施設の予冷
作業、環境管理などについて、標準化し
た作業ガイドラインを迅速に策定し、プ
ロセスの一貫性と科学性を保証する必要
がある。同時に、政府はコールドチェー
ン業界に対する規制を確立し、施設の設
置と運営に関する各部門の責任を明確化
して、施設の効率的運営を保証しなけれ
ばならない。
�　第三に、公益性のある共同保冷施設な
どの建設を奨励する。資金不足の産地に

対しては、中小規模生産者の生鮮野菜品
質向上と販路拡大のため、共同保冷施設
の設置とコールドチェーン構築に対して
財政支援を行う必要がある。

ウ�　小規模生産者の収益性向上ためのさ
まざまな措置
�　第一に、小規模生産者の農産物流通へ
の参加促進である。小規模生産者が円滑
に参加できるよう、政府と企業は「生産
-加工-流通」の各段階の連携と統合、特
にコールドチェーンの利用を促進すべき
である。小規模生産者による保冷施設の
利用は、生鮮野菜など農産物の鮮度保持
期間の長期化が可能になり、有利販売に
つながる。
�　第二に、産地ブランドを発展させ、農
産物の高付加価値化を図る。政府と企業
が共同で、産地ブランドの育成と普及を
推進することで、産地の野菜品質の向上
が図られ、市場競争力を引き上げる。
�　第三に、小規模生産者のコールド
チェーン活用のハードルを低くする。政
策支援、金融補助、技術研修その他の手
段を通じて、小規模生産者のコールド
チェーン活用を促進する。保冷施設を持
つ企業は、小規模生産者が利用しやすい
よう、委託保管料を引き下げるなど、政
府の小規模生産者支援と併せて、積極的
に対応することが奨励される。
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